
日 時
2024年６月27日（木曜日）午前10時

（受付開始：午前９時）
場 所
栃木県総合文化センター サブホール
栃木県宇都宮市本町1-８

証券コード：8550

株主総会にご出席の株主様へのお土産配布はございま
せん。
何卒ご理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。

第121期
定時株主総会

招集ご通知

本株主総会の会場は開催場所が昨年と異なりますの
で、ご来場の際は末尾の会場案内図をご参照の上、お間
違いのないようお気をつけください。

招集ご通知をスマートフォン・タブレット
端末・パソコンからもご覧いただけます。

https://s.srdb.jp/8550/

「ネットで招集」で議決権行使が簡単・便利に

会場変更のお知らせ

ホームページ https://www.tochigibank.co.jp/
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証券コード：8550
2024年６月３日

（電子提供措置の開始日2024年５月30日）
株 主 各 位

栃木県宇都宮市西２丁目１番18号
株式会社 栃 木 銀 行
取締役頭取 黒 本 淳 之 介

第121期定時株主総会招集ご通知
拝啓、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
さて、当行第121期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに電子提供
措置事項を掲載しております。
当行ウェブサイト https://www.tochigibank.co.jp/investment/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、議決権行使についてはご出席の他、「議決権行使等についてのご案内」（2頁）のとおり、書面または電
磁的方法（インターネット等）により議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に
掲載の「株主総会参考書類」をご覧いただきまして、2024年６月26日（水）午後５時までに議決権をご行使く
ださいますよう、お願い申し上げます。

敬具
記

1. 日 時 2024年６月27日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

2. 場 所 栃木県総合文化センター サブホール
栃木県宇都宮市本町１−８

3. 目的事項
報告事項 （1）第121期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告および計算書類報告の件

（2）第121期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）連結計算書類並びに会計監査人お
よび監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以 上



見本

議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことが出来ます。

1株主総会に
ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申
し上げます。
また、第121期定時株主総会招集ご
通知をご持参くださいますようお願
い申し上げます。

株主総会開催日時
2024年６月27日（木）

午前10時

2 郵送で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否を表示していただいたうえ、
行使期限までに当方に到着するようご
返送ください。なお、書面による議決権
行使における各議案につき賛否を表示
されない場合は、賛成の表示があった
ものとして取扱わせていただきます。
※議決権行使書のご記入方法については、
下記をご参照ください。

行使期限
2024年６月26日（水）
午後５時までに到着

3 インターネットで議決権を
行使される場合

当行指定の議決権行使ウェブサイト
▶https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
にアクセスしていただき、行使期限ま
でに賛否をご入力ください。
※詳細は次頁の「インターネット等による
議決権行使のご案内」をご覧ください。

行使期限
2024年６月26日（水）
午後５時までに入力

議決権行使書のご記入方法のご案内 こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合

全員賛成の場合

「賛」の欄に○印

「賛」の欄に○印

「否」の欄に○印

「否」の欄に○印
「賛」の欄に○印をし、
否認する候補者の番号を
ご記入ください。

否認の場合

全員否認する場合
一部の候補者を
否認する場合

第１号議案

第２・３号議案

スマート行使に必要なQRコードが
記載されております。

（議決権行使書イメージ）

議決権行使等についてのご案内

2



見本

見本

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル
0120-768-524

（受付時間 年末年始を除く 9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」の議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移出来ます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることが出来ます。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

3
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1. インターネット等による議決権行使について
（1）QRコードを読み取る方法「スマート行使」

・同封の議決権行使書用紙右下に記載のQRコードをスマートフォンにてお読み取りいただき、「スマート行
使」へアクセスしたうえで、画面の案内に従って行使内容をご入力ください（ID・パスワードのご入力は
不要です）。

・「スマート行使」による議決権行使は１回限りです。
（2）議決権行使コード・パスワードを入力する方法

・当行の指定する「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）へアクセスしたうえで、同封の議決権行使書用
紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードにてログインしていただき、画面の案内に従って行使内容
をご入力ください。なお、初回ログインの際にはパスワードを変更いただきます。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
（3）行使期限は2024年６月26日（水曜日）午後５時までです。期限時刻までにご入力を完了いただく必要が

あります。
（4）インターネット接続にかかる費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードについて当行よ
りお尋ねすることはございません。

・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内に
従ってお手続きください。

・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機
器によってはご利用いただけない場合があります。

2. お問い合わせ先について
ご不明点は、株主名簿管理人である〈みずほ信託銀行 証券代行部〉（以下）までお問い合わせくださ

い。
（1）議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120−768−524（年末年始を除く ９：00〜21：00）
（2）上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル 0120−288−324（平日 ９：00〜17：00）

〈ご参考：機関投資家の皆様へ〉

議決権電子行使プラットフォームについて
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、（株）東京証券取引所等により

設立された合弁会社株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた
場合には、当行株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記1.のインターネット等によ
る議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。
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●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

●代理人による議決権行使について
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する場合に限られます。なお、代理
人は１名とさせていただきます。

●重複行使の取扱い
議決権行使書用紙により議決権を行使され、インターネット等でも議決権を行使された場合は、到着日時を問
わずインターネット等による議決権行使を有効なものとさせていただきます。
また、インターネット等で議決権行使を複数回された場合は、最後の議決権行使を有効なものとさせていただ
きます。

●議決権の不統一行使
議決権の不統一行使を行う場合は、株主総会開催の日の３日前までに、その旨と理由をご連絡いただきますよ
うお願い申し上げます。

以 上
オンデマンド配信（事後配信）のご案内

本総会終了後、その一部についてオンデマンド配信（事後配信）を行います。
1. オンデマンド配信期間

2024年7月4日（木曜日）〜2024年10月3日（木曜日）
※配信開始は状況により遅れる場合がございます。あらかじめご了承ください。

2. 視聴方法
（1）上記配信期間中、当行ウェブサイト内の「株主・投資家の皆さまへ」（下記URL）にアクセスのうえ、「第

121期定時株主総会の模様（動画配信）」をクリック（タップ）してください。

https://www.tochigibank.co.jp/investment/

3. ご注意
・配信の撮影・録画・録音・保存およびSNS等での公開等は固くお断りいたします。
・インターネット接続・利用に関する費用は、株主様のご負担となります。
・お使いの機器やインターネット環境等によっては、映像・音声の乱れ、配信の中断等の不具合が生じる場合
や、ご視聴いただけない場合がございます。あらかじめご了承ください。

・オンデマンド配信用動画の撮影に際し、ご出席の株主様の容姿が映らないよう配慮いたしますが、やむを得
ず映り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。

その他のご案内
●ご来場にあたりサポートが必要な場合は、事前にご連絡をお願い申し上げます。
（筆談や車椅子等のサポート、介助者・手話通訳者の同席をご希望の場合など）
●株主総会の運営について重要な変更が生じる場合は、当行ウェブサイトにてお知らせいたします。
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分の件につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
第121期の期末配当につきましては、足元の収益環境および当行の中長期の利益水準を保守的
に踏まえる中、株主の皆様のご支援にお応えするため、次のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

金 銭
② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当行普通株式１株当たり ３円
総 額 315,281,933円
なお、第121期の中間配当金として３円をお支払いしておりますので、当期の年間配当額
は６円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2024年６月28日（金曜日）
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第２号議案 取締役３名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役橋本佳明、荻原孝志、荒川政利の３名が任期満了となりま

す。
つきましては、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番号 氏 名 現在の当行における地位および担当 取締役会

出席状況

1 おぎ わら たか し

荻 原 孝 志 再 任 取締役
経営企画部長兼関連事業室長委嘱

11／11回
（100%）

2 あら かわ まさ とし

荒 川 政 利
再 任

社 外

独 立
社外取締役 11／11回

（100%）

3 よし ざわ いち こ

吉 澤 一 子
新 任

社 外

独 立
− ―
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所有する当行の株式数
7,700株

候補者番号

1
おぎ わら たか し

（1968年３月29日生）荻原 孝志 再 任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

2019年６月 陽南支店長
2020年７月 執行役員陽南支店長
2021年６月 執行役員監査部長
2022年６月 当行取締役 監査部長委嘱
2023年６月 当行取締役 経営企画部長兼関連事業室長委嘱(現任）

取締役候補者とした理由

1990年４月当行入行、小山支店長、吉川支店長、今市支店長、陽南支店長等を歴任、2020年７月執
行役員陽南支店長に就任、2021年６月執行役員監査部長、2022年６月に取締役に就任し監査部長を委
嘱、2023年６月より経営企画部長兼関連事業室長を委嘱され、その職務・職責を適切に果たしておりま
す。当行の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上、経営環境の変化に対応した経営判断を適切に行え
るものと判断し、取締役候補者としました。
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所有する当行の株式数
17,000株

候補者番号

2
あら かわ まさ とし

（1955年８月29日生）荒川 政利
再 任

社 外

独 立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1979年４月 栃木県庁入庁
2012年４月 同 県民生活部危機管理監
2014年４月 同 産業労働観光部長
2016年３月 同 定年退職
2016年４月 公益財団法人栃木県体育協会理事長
2019年３月 同 退任
2019年４月 栃木県教育委員会教育長
2022年３月 同 退任
2022年６月 当行社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割

1979年４月栃木県庁入庁、栃木県産業労働観光部長、栃木県教育委員会教育長等、地方自治の執行に
係る要職を歴任しました。地方自治の執行者として培われた豊富な経験および高い見識を有しており、自
らの知見に基づいて、当行の持続的な成長を促し、中長期的な企業価値の向上を図るための助言と監督が
できるものと判断し、社外取締役候補者としました。
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所有する当行の株式数
0株

候補者番号

3
よし ざわ いち こ

（1970年８月１日生）吉澤 一子
新 任

社 外

独 立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

1996年10月 中央監査法人（現PwCJapan有限責任監査法人）入所
1999年 8 月 同 退所
2000年６月 大和証券SBキャピタル・マーケッツ株式会社（現大和証券株式会社)入社
2001年 6 月 同 退職
2001年７月 金融庁検査局入庁（非常勤）
2002年４月 同庁検査局任期付職員
2003年 6 月 同庁任期満了
2003年９月 公認会計士登録 東京会所属
2003年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入所
2016年12月 同 退所
2017年２月 新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）入所
2021年 8 月 同 退所
2021年９月 株式会社吉澤会計事務所開設
2024年４月 亜細亜大学経済学部講師（非常勤）（現任）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割

1996年10月に監査法人入所、証券会社、大手監査法人勤務等を経て、2021年９月会計事務所を開設。
公認会計士として財務・会計に関する専門的知見および、金融機関の監査に関する経験を有しておりま
す。当行の持続的な成長を促し、中長期的な企業価値の向上を図る観点から、独立した客観的な立場で公
正中立に取締役会の監督機能強化等に適切な役割を担い、社外取締役としての職務を遂行できるものと判
断し、社外取締役候補者としました。

（注）1. 各取締役候補者と当行の間には、特別の利害関係はありません。
2. 荒川政利、吉澤一子の両氏は、社外取締役候補者であります。
3. 荒川政利氏の社外取締役の就任期間は、本総会終結の時をもって、2年であります。
4. 荒川政利氏は、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ております。なお、吉澤一子氏についても、独立役員として

届け出る予定であります。
5. 当行は荒川政利氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
なお、荒川政利氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、吉澤一子氏の社外取締役就
任のご承認をいただいた場合には、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する
契約を締結する予定であります。

6. 当行は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当行取締役
を含む被保険者の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含みます。）に起因して、保険期間中に被保険者に
対して損害賠償請求がなされたことによって被る損害を当該保険契約によって補填することとしております（ただし、被
保険者が私的な利益または便宜の供与を違法に得たことに起因する損害賠償請求や、被保険者の犯罪行為に起因する損害
賠償請求など、保険会社が保険金を支払わない事由に該当する場合を除く）。各候補者が取締役に選任され就任した場合
は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容で更新を予定しております。
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第３号議案 監査役２名選任の件
本総会終結の時をもって、監査役西江章、須賀英之の２名が任期満了となります。
つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番号 氏 名 現在の当行における地位 取締役会

出席状況

1 す か ひで ゆき

須 賀 英 之
再 任

社 外

独 立
社外監査役 ８／11回

（72%）

2 みや うち ゆたか

宮 内 豊
新 任

社 外

独 立
− ―

（注）社外監査役候補者の須賀英之氏は、親族の弔事等により当事業年度中に開催された取締役会を
３回欠席しております。なお、取締役会議事資料は事前に送付し、欠席した取締役会についても
決議事項を把握し、適切に職務を遂行しております。
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所有する当行の株式数
38,900株

候補者番号

1
す か ひで ゆき

（1955年１月25日生）須賀 英之
再 任

社 外

独 立

略歴、地位および重要な兼職の状況

1977年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行
1982年９月 学校法人須賀学園副理事長・評議員兼任
1999年10月 株式会社日本興業銀行本店営業部第10部兼業務部副部長
2000年 9 月 株式会社日本興行銀行退職
2003年４月 那須大学（現宇都宮共和大学）学長（現任）
2004年４月 宇都宮短期大学学長（現任）
2007年11月 宇都宮商工会議所副会頭
2010年４月 宇都宮短期大学附属中学校校長（現任）
2015年４月 宇都宮短期大学附属高等学校校長（現任）
2019年４月 学校法人須賀学園理事長（現任）
2020年６月 当行社外監査役(現任)

社外監査役候補者とした理由

1982年９月より学校法人須賀学園にて教育に携わる一方、栃木県産業再生委員会地域金融再生部会会
長、栃木県次期プラン策定懇談会会長、栃木県文化振興審議会会長、うつのみや産業振興協議会会長、宇
都宮市まちづくり推進機構理事長等、地域の文化・経済産業・まちづくりに係る公職を歴任しました。そ
の経歴を通して培った経験および会社経営等における豊富な知識により、公正中立の立場で社外監査役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断し、社外監査役候補者としました。
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所有する当行の株式数
0株

候補者番号

2
みや うち ゆたか

（1958年５月27日生）宮内 豊
新 任

社 外

独 立

略歴、地位および重要な兼職の状況

1981年４月 大蔵省（現財務省）入省
1987年７月 大阪国税局灘税務署長
2012年８月 関東信越国税局長
2013年７月 関税局長
2016年１月 内閣官房TPP政府対策本部国内調整総括官
2017年１月 退官
2017年６月 太陽有限責任監査法人顧問兼経営評議会委員（現任）
2017年７月 PwC税理士法人顧問（現任）
2017年９月 双日株式会社顧問（現任）
2021年６月 橋本総業ホールディングス株式会社社外取締役（現任）
2022年11月 一般財団法人日本不動産研究所代表理事理事長（現任）
2023年５月 公益財団法人日本関税協会監事（現任）

社外監査役候補者とした理由

1981年４月大蔵省（現財務省）に入省、大阪国税局灘税務署長、関東信越国税局長、内閣官房TPP政
府対策本部国内調整総括官等の要職を歴任しました。その経歴を通して培った専門的知見と組織運営の豊
富な経験を活かし、公正中立の立場で社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断し、社外監
査役候補者としました。

（注）1. 各監査役候補者と当行の間には、特別の利害関係はありません。
2. 須賀英之、宮内豊の両氏は社外監査役候補者であります。
3. 須賀英之氏の社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって4年であります。
4. 須賀英之氏は、東京証券取引所の定める独立役員として届け出ております。なお、宮内豊氏についても、独立役員として届

け出る予定であります。
5. 宮内豊氏の社外監査役就任のご承認をいただいた場合には、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の

損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項
に定める最低責任限度額としております。なお、須賀英之氏とは、責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認され
た場合には、当該契約を継続する予定であります。

6. 当行は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当行監査役
を含む被保険者の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含みます。）に起因して、保険期間中に被保険者に
対して損害賠償請求がなされたことによって被る損害を当該保険契約によって補填することとしております（ただし、被
保険者が私的な利益または便宜の供与を違法に得たことに起因する損害賠償請求や、被保険者の犯罪行為に起因する損害
賠償請求など、保険会社が保険金を支払わない事由に該当する場合を除く）。
各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時に
おいても同内容で更新を予定しております。

以 上
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【ご参考】取締役および監査役のスキルマトリックス
（第２号議案および第３号議案が承認された場合）

当行は、取締役会の多様性を重視し、取締役会全体としての知識・経験・能力・専門分野のバランスを考慮し
ております。

取締役会は経営を適切に監督するため、社内においては、コーポレートガバナンス/経営戦略、営業、融資審
査、市場運用、コンプライアンス/リスク管理、人事、システム/ＩＴの各項目でスキルを有する取締役・監査役
を選任しております。社外取締役・社外監査役については、地域金融機関として、経営/組織運営、法令/法務、
金融、地方創生、財務/会計のスキルを期待して選任しております。なお、下記は取締役・監査役が有する全て
の担当・経験・専門性を表すものではありません。

【社内取締役・社内監査役】

氏 名 当行における
地位

スキル項目
コーポレート
ガバナンス/
経営戦略

営業 融資審査 市場運用 コンプライアンス
/リスク管理 人事 システム/IT

黒 本 淳之介 取締役頭取
（代表取締役） ● ● ● ● ● ●

猪 俣 佳 史 取締役副頭取
（代表取締役） ● ● ● ● ● ●

富 川 善 守 常務取締役 ● ● ● ●

仲 田 裕 之 常務取締役 ● ● ● ● ●

荻 原 孝 志 取締役 ● ● ● ●

砂 山 直 久 取締役 ● ● ●

大 橋 重 信 取締役 ● ●

福 田 稔 監査役 ● ●

石 渡 教 夫 監査役 ● ● ● ● ●
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【社外取締役・社外監査役】

氏 名 当行における
地位 独 立

当行が期待するスキル項目

経営/組織運営 法令/法務 金融 地方創生 財務/会計

亀 岡 晶 子 社外取締役 ○ ●

関 根 淳 社外取締役 ○ ● ●

大 谷 恭 久 社外取締役 ○ ● ●

荒 川 政 利 社外取締役 ○ ● ●

吉 澤 一 子 社外取締役 ○ ● ●

須 賀 英 之 社外監査役 ○ ● ● ●

宮 内 豊 社外監査役 ○ ● ●

スキル項目の定義

銀行経営上、特に重要な分野・項目
コーポレートガバナンス/経営戦略 企業統治に関する経験・知識を有し、経営戦略における適正な判断ができる。

営業 営業に関する経験・知識を有し、営業戦略に関する適正な判断ができる。
融資審査 融資審査に関する経験・知識を有し、適正な与信判断ができる。
市場運用 市場運用に関する経験・知識を有し、適正な投資判断ができる。

コンプライアンス/リスク管理 コンプライアンス/リスク管理に関する経験・知識を有し、適正なリスクマネジメントができる。
人事 人事に関する知識・経験を有し、人事施策における適正な判断ができる。

システム/IT IT、デジタルに関する経験・知識を有し、IT戦略に関する適正な判断ができる。

銀行経営を補完するために、より専門的な知識もしくは外部目線による客観的な助言・監督が必要な項目
経営/組織運営 組織運営に関する知見を有し、組織運営における適正な助言・監督ができる。
法務/法令 企業法務に関する専門性を有し、業務執行における適法性を監督できる。
金融 金融に関する知見を有し、業務執行における適正な助言・監督ができる。

地方創生 地方創生に関する知見を有し、業務執行における適正な助言・監督ができる。
財務/会計 財務や会計に関する知見を有し、業務執行における適正な助言・監督ができる。
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【ご参考】社外役員独立性判断基準
会社法及び東京証券取引所の独立性に関する要件に加え、以下を満たすものを当行グループから独立性を有し

ないものとする。

１．当行グループの業務執行者（過去10年）
２．当行の大株主（議決権ベース10％以上）またはその業務執行者（過去５年）
３．次のいずれかに該当する企業等の業務執行者
（1） 当行の主要な取引先の業務執行者（以下、「主な取引先」とする基準）

ａ．当行グループからの借入金残高が当行グループの融資残高の２％以上を占めている先（但し、地方公
共団体を除く）（過去１年）

（2） 当行を主要な取引先とする者の業務執行者（以下、「主な取引先」とする基準）
ａ．当行の融資メインシェア先で、かつ債務者区分が要管理先以下であるなど当行以外の金融機関からの

資金調達が困難であると考えられる先（過去１年）
ｂ．当行グループとの取引が、当該取引先の最終事業年度における年間連結売上高の10％を超える先（過

去１年）
ｃ．当行グループが議決権ベースで10％以上の株式を保有する先（過去１年）

４．当行グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士（過去５年）
５．当行グループから役員報酬以外に年間10百万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

士、税理士、弁護士、司法書士等の専門家（過去５年）
６．当行グループから年間10百万円を超える寄付を受けている者（過去５年）
７．近親者が上記１から６までのいずれか（４及び５を除き、重要な者に限る）に該当する者（過去５年）

※ 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他これらに準じる者及び使用人をいう。（監査
役は含まない。）

※ 重要な者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者又はそれらに準じる権
限を有する業務執行者をいう。
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第121期事業報告
2023年４月１日から2024年３月31日まで

1. 当行の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果等
《主要な事業内容》

当行は、栃木県を主要な営業基盤とする地域金融機関として、本店のほか支店・出張所において、預金業務、
貸出業務を中心に、商品有価証券売買業務、証券投資信託の窓口販売業務、生損保商品の窓口販売業務、有価証
券投資業務、内国為替業務、外国為替業務、社債受託及び付帯業務等を行い、地域のお客様に幅広い金融商品・
サービスを提供しております。

《金融経済環境》
当期の経済情勢は、2023年5月に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）（以下、当該感染症という）の感

染症法の位置づけが「5類感染症」に移行したことにともない、経済的な影響は縮小し、経済活動は回復局面に
転じました。そして大企業を中心とした賃上げの動きと、家計の消費意欲の高まり等を背景に、2024年3月19
日、日本銀行によるマイナス金利政策が解除となり、賃金と物価の好循環が期待される状況となりました。
しかしながら、ウクライナや中東における地政学リスクの高まりのほか、人手不足問題をはじめ資源・エネル

ギー価格の高騰等の影響が続いており、経済情勢の先行きは不透明な状況が続いております。
当行の主たる営業基盤である栃木県ならびに埼玉県経済においても、同様の影響を受けており、地域経済の先

行きについても依然不透明な状況となっております。
金融情勢につきましては、世界的なインフレ傾向のもと、各国中央銀行による金融引締めが継続する中、為替

相場では内外金利差などから円安基調で進行するとともに、日本の長期金利（10年国債利回り）は、2023年10
月には一時0.955％台まで上昇いたしました。
株式相場では、底堅い米国経済、円安を背景に2024年3月22日、日経平均株価の終値は市場最高値の40,888

円となりました。
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《事業の経過及び成果》
このような経済・金融情勢の下、2023年４月にスタートさせた第11次中期経営計画の初年度となる当期の業

績は次のとおりとなりました。
主要勘定につきましては、預金の期末残高は、個人預金の増加等により前期比534億円増加し３兆1,119億円

となりました。貸出金の期末残高は、前期比288億円増加し２兆605億円となりました。有価証券の期末残高
は、市場動向を注視し運用した結果、前期比111億円減少し6,094億円となりました。
経常収益につきましては、有価証券利息配当金は減少したものの、貸出金利息及び役務取引等収益の増加等に

より前期比４億38百万円減少の402億65百万円となりました。
経常費用につきましては、貸倒償却引当費用の増加等により前期比４億61百万円増加の368億２百万円となり

ました。
この結果、経常利益は前期比９億円減少の34億62百万円、当期純利益は前期比４億67百万円減少の17億56

百万円となりました。

《対処すべき課題》
当行を取り巻く環境は、2023年5月に当該感染症の感染症法の位置づけが「5類感染症」に移行したことにと

もない経済活動は回復局面に転じておりますが、海外情勢や資源・エネルギー価格の高騰等、経済先行きは不透
明な状況が続いております。
また、少子高齢化の進展と金融デジタル化の進展をはじめとする外部環境の変化により、他金融機関との競争

激化が予想される等、経営環境は大きく変化しております。
このような中、2023年４月よりスタートさせた第11次中期経営計画では、当行グループ全組織、全役職員の

判断や行動における軸として、「パーパス」（困りごとを「ありがとう」に変えながら、笑顔と幸せを守りつづけ
る）を制定しております。同計画では、「収益力強化」、「体制強化」、「人的資本投資の強化」の３つの基本戦略
をもとに「新たな価値提供の実現」を目指してまいります。
そして、10年後の目指す姿としての「長期ビジョン」（「リレーション」と「ソリューション」で地域の未来を

共創する企業グループ）を定めております。
この「長期ビジョン」実現のためには、より盤石な経営基盤を作る必要があります。そのため、当行の資本コ

ストや資本収益性を的確に把握するとともに、改善に向けた取組みを進め、企業価値向上を図っていかなければ
なりません。
これらの取組みにより当行は、お客様の安定した資産形成や、企業の持続的な事業価値の維持・向上に貢献す

るなど、お客様の人生や経営にとってなくてはならない存在を目指してまいります。
また当行は、ＳＤＧｓ・ＥＳＧと企業活動の整合性を高め、環境・地域社会・経済へのインパクトを考慮した

経営を実践し、地域社会と当行グループの持続可能性を確保していくため、2021年12月に制定した「サステナ
ビリティ方針」に基づき、持続的に地域社会の発展・成長と当行の企業価値向上を推進する取組みを行っていま
す。

（サステナビリティ方針）
栃木銀行グループは、「経営理念」に基づく企業活動を通じて、環境や社会課題を考慮した地域経済の好循環

サイクルを追求し、地域社会と全てのステークホルダーの持続的な発展に貢献するとともに、当行グループの継
続的な企業価値の向上を実現します。



19

（2）財産及び損益の状況
（単位：百万円）

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
預金 2,925,905 3,017,387 3,058,485 3,111,935

定期性預金 995,338 964,974 913,263 853,811
その他 1,930,567 2,052,413 2,145,222 2,258,124

貸出金 1,962,995 1,955,198 2,031,741 2,060,553
個人向け 643,014 642,581 654,939 659,808
中小企業向け 864,737 842,019 862,228 895,703
その他 455,243 470,597 514,573 505,041

商品有価証券 67 15 7 4
有価証券 581,248 606,964 620,626 609,475

国債 104,800 167,386 192,205 148,226
その他 476,448 439,577 428,421 461,249

総資産 3,246,071 3,501,451 3,262,940 3,293,396
内国為替取扱高 6,681,633 6,806,167 6,970,355 6,978,236
外国為替取扱高

百万ドル

248
百万ドル

62
百万ドル

18
百万ドル

5
経常利益 3,397 4,412 4,362 3,462
当期純利益 1,625 3,098 2,223 1,756
１株当たり当期純利益

円 銭

15 57
円 銭

29 67
円 銭

21 45
円 銭

16 96
注．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

（3）使用人の状況
当年度末

使 用 人 数 1,379人
平 均 年 齢 40年6月

平 均 勤 続 年 数 18年0月
平 均 給 与 月 額 388千円

注１．使用人数には、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。
２．平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
３．平均給与月額は、３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与は含んでおりません。
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（4）営業所等の状況
イ．営業所数

当年度末
店 うち出張所

栃 木 県 62 （ 3）
埼 玉 県 17 （ 1）
群 馬 県 2 （ −）
東 京 都 1 （ −）
茨 城 県 1 （ −）
合 計 83 （ 4）

注．上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を118ヵ所(足利銀行との共同ATM17ヵ所含む）設置しております。

ロ．当年度新設営業所
該当ありません。

ハ．当年度廃止営業所
・陽東桜が丘支店 峰町出張所 （栃木県宇都宮市）
・本店営業部 南宇都宮出張所 （栃木県宇都宮市）
・テクノポリス支店 清原出張所 （栃木県宇都宮市）

注１. 当年度において次の店舗外現金自動設備を新設いたしました。
・雀宮支店 ヨークベニマル針ヶ谷店 （栃木県宇都宮市）
・大袋支店 コーナン越谷大里店 （埼玉県越谷市）
・本店営業部 南宇都宮出張所 （栃木県宇都宮市）
・テクノポリス支店 清原出張所 （栃木県宇都宮市）

2. 当年度において次の店舗外現金自動設備を廃止いたしました。
・宇都宮東支店 たいらや城東店 （栃木県宇都宮市）
・テクノポリス支店 たいらやゆいの杜店 （栃木県宇都宮市）
・石橋支店 石橋総合病院 （栃木県下野市）
・陽南支店 報徳会宇都宮病院 （栃木県宇都宮市）
・西那須野支店 塩原屋バイパス店 （栃木県那須塩原市）
・兵庫塚支店 兵庫塚 （栃木県宇都宮市）
・弥十郎支店 弥十郎 （埼玉県越谷市）
・本店営業部 とちぎんプラザローンセンター （栃木県宇都宮市）
・雀宮支店 うつのみや病院 （栃木県宇都宮市）

3. 当年度において次の店舗外現金自動設備を共同化いたしました。
・陽南支店 スーパーオータニ江曽島店 （栃木県宇都宮市）
・上三川支店 スーパーオータニ上三川店 （栃木県河内郡上三川町）
・鹿沼支店 ヨークベニマル鹿沼上殿店 （栃木県鹿沼市）
・足利南支店 コムファーストショッピングセンター （栃木県足利市）
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（5）設備投資の状況
イ．設備投資の総額

（単位：百万円）
設備投資の総額 1,937

ロ．重要な設備の新設等
（単位：百万円）

内容 金額
本 店 建 替 295

氏家支店移転新築 266
注 １. 上記金額には建設仮勘定からの支出を含めた当事業年度末の支出累計額を記載しております。

２. 本店建替の完成時期は2026年度上期を予定しております。
３. 氏家支店の移転新築の完成時期は2024年５月を予定しております。
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（6）重要な親会社及び子会社等の状況
イ．親会社の状況

該当ありません。
ロ．子会社等の状況

会社名 所在地 主要業務内容 資本金
当行が有する
子会社等

の議決権比率
その他

株式会社とちぎん
ビジネスサービス

宇都宮市鶴田町字滝の
原3333番地５ 物品運送業務等

百万円

20
％

100

株式会社とちぎん
集中事務センター

宇都宮市鶴田町字滝の
原3333番地６

営業店整理事務の集中管
理業務等 10 100

株式会社とちぎん
カード・サービス

宇都宮市江野町
１番12号 クレジットカード業務等 20 100

株式会社とちぎん
リーシング

宇都宮市松が峰1丁目
3番20号 リース業務・保証業務 30 49.66

とちぎんTT証券
株式会社

宇都宮市池上町
４番４号 金融商品取引業 1,001 60

株式会社クリーン
エナジー・ソリュ
ーションズ

宇都宮市松が峰1丁目
3番20号

再生可能エネルギー発電
事業及びその他管理・運
営販売等業務

50 85.01

注１．上記の重要な子会社等の資本金は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当連結会計年度の経常収益は45,276百万円（前連結会計年度比0.11%増）となりました。また、経常利益は4,234百万円（前

連結会計年度比16.34%減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,101百万円（前連結会計年度比20.78%減）となりました。

重要な業務提携の概況
1. 第二地銀協地銀37行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称SCS）

を行っております。
2. 第二地銀協地銀37行、都市銀行５行、信託銀行３行、地方銀行62行、信用金庫255金庫（信金中央金庫を

含む）、信用組合139組合（全信組連を含む）、系統農協・信漁連575（農林中金、信連を含む）、労働金庫
14金庫（労金連を含む）との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称
MICS）を行っております。

3. 第二地銀協地銀37行の提携により、通信回線を利用したデータ伝送の方法による取引先企業との間の総合振
込等のデータの授受のサービス及び入出金取引明細等のマルチバンクレポートサービス（略称SDS）を行っ
ております。

4. ゆうちょ銀行との提携により、SCS経由方式で現金自動設備の相互利用による現金自動引出し・入金のサー
ビスを行っております。

5. セブン銀行との提携により、現金自動設備を利用した現金自動引出し・入金のサービスを行っております。
6. イオン銀行との提携により、現金自動設備を利用した現金自動引出し・入金・振込のサービスを行っており

ます。
7. ローソン銀行との提携により、現金自動設備を利用した現金自動引出し・入金のサービスを行っております。
8. イーネットとの提携により、現金自動設備を利用した現金自動引出し・入金のサービスを行っております。
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（7）事業譲渡等の状況
該当ありません。

（8）その他銀行の現況に関する重要な事項
該当ありません。



24

2. 会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
（1）会社役員の状況

（2023年度末現在）
氏 名 地 位 担 当 重要な兼職 その他

黒 本 淳之介 取締役頭取
（代表取締役） 秘書室・監査部・経営戦略室担当

猪 俣 佳 史 取締役副頭取
（代表取締役）

リスク統括部・コンプライアンス統括部
事務システム部担当

橋 本 佳 明 専務取締役 事業支援部・審査部・個人ローン審査室
資産査定室・管理部担当

富 川 善 守 常務取締役 資金運用部・営業統括部・個人ローン部
法人営業部・金融サービス部担当

仲 田 裕 之 常務取締役 経営企画部・人事部・総務部担当

砂 山 直 久 取締役
営業統括部長

荻 原 孝 志 取締役
経営企画部長

大 橋 重 信 取締役
宇都宮東支店長

亀 岡 晶 子 取締役
（社外取締役） 弁護士

関 根 淳 取締役
（社外取締役）

大 谷 恭 久 取締役
（社外取締役）

荒 川 政 利 取締役
（社外取締役）

福 田 稔 常勤監査役

石 渡 教 夫 常勤監査役

西 江 章 監査役
（社外監査役） 弁護士

須 賀 英 之 監査役
（社外監査役）

学校法人
理事長

（当年度中に退任した役員）
近 藤 浩 常務取締役 2023年6月28日退任（辞任）

栗 原 弘 一 常勤監査役 2023年6月28日退任（任期満了）
注１．取締役 亀岡晶子、関根淳、大谷恭久及び荒川政利の各氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役 西江章及び須賀英之の各氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．社外取締役である亀岡晶子、関根淳、大谷恭久、荒川政利並びに社外監査役である西江章、須賀英之の各氏は、株式会社東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、取引所に届け出ております。
４．当年度中に退任した役員の地位は退任時のものです。
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（2）会社役員に対する報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当行は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を定めております。
当行の取締役の報酬は、取締役に相応しい人材の確保・維持ならびに、業績と持続的な企業価値及び企業価
値の向上にむけ、貢献意欲や士気を高めるインセンティブとして有効に機能し、報酬の水準は、役割・責
任・業績に報いる相応しいものとしております。取締役に対する報酬は、「基本報酬（固定）」、「業績連動報
酬（賞与）」、「業績連動型報酬（株式）」で構成されております。また、社外取締役に対する報酬は、業務執
行から独立した立場を勘案し「基本報酬（固定）」のみを支払うこととしております。取締役の報酬の内容
について株主をはじめとするステークホルダーに対する説明責任を十分に果たすべく、報酬の内容及び決定
手続きの両面において、合理性、客観性及び透明性を備えるものとしております。
報酬等の種類ごとの比率の目安、および決定方針の決定方法は、職位の責務、他行の動向等を踏まえて決

定しております。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、透明性及び公平性を高めるため、ガバナンス会議で

の諮問を経て、株主総会の決議により定められた報酬限度額の範囲内で、取締役会の決議において決定して
おります。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当行取締役の「基本報酬（固定）」及び「業績連動報酬（賞与）」は、2007年６月28日開催の第104期定

時株主総会で決議された限度額300百万円（年額）の範囲において、基本報酬（固定）は職位の責務に応
じ、毎年の業績や財務状況等を総合的に勘案し決定、また「業績連動報酬（賞与）」については、親会社株
主に帰属する当期純利益を指標とする業績連動報酬にて決定しております。
第104期定時株主総会終結時点の取締役の員数は、14名です。
また、「業績連動型株式報酬制度」による報酬額は、2022年6月29日開催の第119期定時株主総会にて、

取締役（社外取締役を除く）には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位、業績達成度等を
勘案して定まる数のポイントが付与され、取締役（社外取締役を除く）に付与される1事業年度当たりのポ
イント数の合計は、220,000ポイントを上限として決定しております。
第119期定時株主総会終結時点の取締役(社外取締役を除く）の員数は、8名です。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等
（単位：百万円）

区 分 対象となる
役員の員数 報酬等

報酬等の種類別の総額
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

13名
（ ４名 ）

192
（ 16 ）

145
( 16 ）

−
（ − ）

47
（ − ）

監査役
（うち社外監査役）

５名
（ ２名 ）

38
（ 8 ）

38
( 8 ） − −

注１．上記の支給人数には、当該事業年度中に退任した取締役1名及び監査役1名が含まれております。
２．親会社株主に帰属する当期純利益を指標とする業績連動報酬制度を導入しており、業績連動報酬等の内訳は下記のとおりです。

該当ありません。
３．非金銭報酬等の内訳は下記のとおりです。

・取締役に対する株式給付信託に関する報酬等の額 47百万円
４．上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与37百万円、賞与12百万円を支払っております。
５．監査役の報酬は、1993年６月29日開催の第90期定時株主総会にて、48百万円（年額）以内と決議頂いております。

第90期定時株主総会終結時点の監査役の員数は、４名です。

④ 業績連動報酬等に関する事項
【業績連動報酬】
事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を引き出すため、業績指標（KPI）を反映した金銭報酬とし、

親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度合いで算出された額を上限に職位の責務に応じて
賞与として毎年、一定の時期に支給しております。

【業績連動型株式報酬】
当行の取締役（社外取締役を除く）の報酬と当行の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役

が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業
績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付
信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を、導入しております。当該制度の内容は、「⑤非金銭報酬等の内
容」に記載のとおりです。
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⑤ 非金銭報酬等の内容
当行は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」

という。）を、2022年6月29日開催の第119期定時株主総会における承認を経て導入しております。

（本制度の概要）
本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を

「本信託」という。）を通じて取得され、取締役に対して、当行が定める役員株式給付規程に従って、当行株
式及び当行株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当行株式等」という。）が本信託を通じて給付さ
れる業績連動型株式報酬制度です。
なお、取締役が当行株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

（信託金額）
2023年3月末日で終了する事業年度から5事業年度（以下、当該事業年度の期間を「当初対象期間」とい

い、当初対象期間及び当初対象期間の経過後に開始する5事業年度ごとの期間を、それぞれ「対象期間」と
いいます。）及びその後の各対象期間を対象として本制度を導入し、取締役への当行株式等の給付を行うた
め、本信託による当行株式の取得の原資として500百万円を上限とした資金を本信託に拠出しております。

（本信託に残存する当行株式）
本信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上しており、当事業年度末の当該株式

の帳簿価額及び株式数は、438百万円及び1,521千株であります。

（3）責任限定契約
氏 名 責任限定契約の内容の概要

亀 岡 晶 子
社外取締役は、会社法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額を限度として、銀行に対して損害賠償責任を負うものとする。

関 根 淳 同上
大 谷 恭 久 同上
荒 川 政 利 同上

西 江 章
社外監査役は、会社法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額を限度として、銀行に対して損害賠償責任を負うものとする。

須 賀 英 之 同上
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（4）補償契約
イ．在任中の会社役員との間の補償契約

該当ありません。

ロ．補償契約の履行等に関する事項
該当ありません。

（5）役員等賠償責任保険契約に関する事項
被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当行及び子会社の取締役及び
監査役、並びに当行が採用す
る執行役員制度上の執行役員

当行は保険会社との間で、当行及び当行の子会社の取締役及び監査役並び
に当行が採用する執行役員制度上の執行役員（当事業年度中に在任していた
者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当行が負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を

負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの
ある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、１年毎に契
約更新しております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。
なお、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因す

る損害は補填されない等、一定の免責事由を設けることにより、被保険者の
職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
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3. 社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼職その他の状況 銀行と兼職先法人等との関係
須賀 英之 学校法人須賀学園 理事長 取引先（預金取引有）

（2）社外役員の主な活動状況
氏 名 在任期間 取締役会への出席状況 取締役会における発言その他の活動状況

亀岡 晶子 ４年９ヵ月 当期開催の取締役会11回のうち全てに
出席しております。

弁護士として培われた豊富な経験と専門的
知見に基づき、取締役会において的確な助
言・提言を行っております。ガバナンス会
議（指名・報酬諮問）においても適切な関
与・助言を行っております。

関根 淳 ２年９ヵ月 当期開催の取締役会11回のうち全てに
出席しております。

銀行業務・会社経営における豊富な知識と経
験に基づき、取締役会において的確な助言・
提言を行っております。ガバナンス会議（指
名・報酬諮問）においても適切な関与・助言
を行っております。

大谷 恭久 ２年９ヵ月 当期開催の取締役会11回のうち全てに
出席しております。

会社経営・営業企画・地方創生における豊富
な知識と経験に基づき、取締役会において的
確な助言・提言を行っております。ガバナン
ス会議(指名・報酬諮問）においても適切な関
与・助言を行っております。また、部室長を
対象とした会議で講話を行いました。

荒川 政利 １年９カ月 当期開催の取締役会11回のうち全てに
出席しております。

地方行政等に長年携わった豊富な知識と経験
に基づき、取締役会において的確な助言・提
言を行っております。ガバナンス会議（指
名・報酬諮問）においても適切な関与・助言
を行っております。

西江 章 ７年９ヵ月
当期開催の取締役会11回のうち全てに
出席し、また、当期開催の監査役会12
回のうち全てに出席しております。

金融行政・弁護士として培われた豊富な経験
と専門的知見に基づき、中立公正な立場で、
取締役会等において的確な助言・提言を行っ
ております。ガバナンス会議（指名・報酬諮
問）においても適切な関与・助言を行ってお
ります。

須賀 英之 ３年９ヵ月
当期開催の取締役会11回のうち8
回に出席し、また、当期開催の監査役
会12回のうち10回に出席しておりま
す。

銀行業務・会社経営における豊富な知識と経
験に基づき、中立公正な立場で取締役会等に
おいて的確な助言・提言を行っております。
ガバナンス会議（指名・報酬諮問）において
も適切な関与・提言を行っております。

注1. 社外役員は任意の委員会であるガバナンス会議にも参加しております。なお、会議の議長は社外役員が務めております。
注2. 社外監査役の須賀英之氏は、親族の弔事等により当事業年度中に開催された取締役会を3回欠席しております。なお、取締役会

議事資料は事前に送付し、欠席した取締役会についても決議事項を把握し、適切に職務を遂行しております。
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（3）社外役員に対する報酬等
（単位：百万円）

支給人数（名） 銀行からの報酬等
報酬等の合計 6 25

（4）社外役員の意見
該当ありません。

4. 当行の株式に関する事項
（1）株式数

発行可能株式総数 212,000千株
発行済株式の総数 109,608千株
注．株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（2）当年度末株主数
11,485名

（3）大株主

株主の氏名又は名称 当行への出資状況
持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,669 11.10
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,031 5.73
株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 5,960 5.67
栃木銀行行員持株会 4,617 4.39
株式会社ドリームキャリアホールディングス 3,479 3.31
株式会社東和銀行 2,010 1.91
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,802 1.71
株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 1,521 1.44
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1,445 1.37
明治安田生命保険相互会社 1,409 1.34
注１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式（4,514千株）を控除して計算しており、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
３．上記の発行済株式より除く自己株式には、株式給付信託（BBT)に基づき株式会社日本カストディ銀行が保有する当行株式

1,521千株は含まれておりません。
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5. 当行の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

該当ありません。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
該当ありません。

6. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）
氏名又は名称 当該事業年度に係る報酬等 その他

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 津曲 秀一郎

指定有限責任社員
業務執行社員 野坂 京子

71

（会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由）
監査役会は、取締役、行内関係部署及び会計監査人
からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会
計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度におけ
る職務執行状況や報酬見積りの算出根拠などを確認
し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会
社法第399条第１項の同意を行っております。

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．上記金額は、前事業年度に係る追加監査報酬２百万円を含んでおります。
３．当行と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分

しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額は合計額で記載しております。
４．当行、子会社及び子法人等（非連結の子会社及び子法人等を除く）が会計監査人に対して支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額は80百万円であります。

（2）責任限定契約
該当ありません。

（3）補償契約
イ 在任中の会計監査人との間の補償契約

該当ありません。

ロ 補償契約の履行等に関する事項
該当ありません。
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（4）会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、株主総会に提案いたし
ます。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

7. 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
当該方針は特に定めておりません。

8. 業務の適正を確保する体制
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
① 取締役は、「行是」「経営理念」の精神を尊重し、「取締役行動規準（取締役会規程付則）」

「取締役の責務（コンプライアンス・マニュアル）」等を具体的な行動規範として活用す
る。

② コンプライアンスに関する重要事項を審議する「コンプライアンス委員会」を設置し、
コンプライアンスに関する統括部署を定め、コンプライアンス体制の整備・維持を図る。

③ 「法令等遵守規程」をはじめとするコンプライアンス関係規程や本支店の組織体制を整備
し、コンプライアンス体制の確立を図るとともに、全職員にコンプライアンスの重要性
について徹底する。

④ 事業年度毎の具体的な「コンプライアンス・プログラム」を策定し、コンプライアンス
活動を実施する。

⑤ 不正行為に関する通報を受け付ける内部通報制度を設け、業務の健全性・適切性を確保
する。

⑥ 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力に対する基本
方針」を定め、断固として対決し、関係を遮断するための体制を整備する。

（2）当行の取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
① 当行の保有する全ての情報資産を適切に保護するための基本方針として「セキュリティ

ポリシー」を定める。
② 取締役の職務執行に関する情報については、法令及び「文書取扱要領（文書の保存及び

管理に関する当行要領）」等に基づき、取締役会議事録及びその他の文書等を保存・管理
する。
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（3）当行の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 「リスク管理基本規程」をはじめとするリスク管理規程体系を整備する。
② 各種リスクの種類毎に管理担当部署を定め、リスク特性に応じた管理体制を構築し、総

合的な管理を行う統括部署を定める。
③ 取締役会及び経営会議等では、定期的に報告を受けるとともに必要な決定を行う。
④ 大規模災害等の不測の事態を想定した「コンティンジェンシープラン」等を策定し、業

務継続性確保のための体制を整備・構築する。

（4）当行の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 意思決定の迅速化とプロセスの明確化を確保するため「経営会議」等を設置し、重要事

項についての意思決定を効率的に行う体制を構築する。
② 執行役員制度により、経営意思決定及び業務執行の監督機能と業務執行機能を分離し、

経営機能と業務執行機能の双方の強化、迅速化を図る。
③ 「業務分掌規程」・「職務権限規程」を制定し業務執行における各職位の権限と責任を明確

にし、効率的な職務執行体制を構築する。

（5）次に掲げる体制その他の当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制

・当行の子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制
・当行の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当行の子会社の取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制
・当行の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

① 当行及び子会社から成る企業集団（以下、当行グループ）における業務の適正を確保す
るため、「関連会社管理規程」に基づき、当行主管部が協議・報告を受けるとともに、関
連会社業務の執行に際して適切な管理・指導を行う体制とする。

② 当行のコンプライアンス規程等に準じて諸規程を定め、コンプライアンス体制の確立を
図るとともに、当行グループとして適正な体制が確保されるように努める。

（6）当行の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項並びに当該使用人の当行の取締役からの独立性に関す
る事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、適正な人員を配置
し補助業務への従事体制を確保する。

② 当該使用人の人事に関する事項については監査役の同意を得る。
③ 必要に応じて内部監査部門を中心とした関係各部門がサポートする体制を構築する。
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（7）当行の取締役及び使用人並びに当行の子会社の取締役及び使用人またはこれら
の者から報告を受けた者が当行の監査役に報告をするための体制

① 監査役の要請に応じて監査に必要な報告及び情報提供を行う体制を構築する。
② 業務の健全性・適切性を確保するため、内部通報制度等に基づき、監査役へ報告する。
③ 内部通報制度に基づき報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保する体制を構築する。

（8）その他当行の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役に対する内部監査部門をはじめ各部門の協力補助体制を構築する。
② 監査役は、取締役会・経営会議等重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べること

が出来る体制を構築する。
③ 監査役がその職務の執行について、当行に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担

当部署においてその効率性及び適正性に留意し、速やかに当該費用等を処理する。
④ その他、取締役及び使用人は「監査役会規程」・「内部統制システムに係る監査の実施基

準」に定めのある事項を尊重する。

また、当期（2023年４月から2024年３月まで）中における内部統制決議の運用状況の概
要は次のとおりです。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当行は、当期コンプライアンス・プログラムを策定し、コンプライアンス活動を実施しま
した。また、コンプライアンス委員会を当期14回開催し、コンプライアンス体制の整備・
維持を図りました。

（2）当行の取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
当行ではセキュリティポリシー及び文書取扱要領等に則り、取締役会議事録等の文書を保
存・管理しました。

（3）当行の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ALM委員会等では、各リスク管理所轄部署から定期的に各種リスクの状況等の報告を受け
必要な決定を行っております。当期はALM委員会を14回開催しました。
2017年６月、有価証券等の運用における安定収益の持続的な確保とガバナンス強化を図る
ため、ALM委員会の機能を一部移管した市場運用委員会を新設し、当期は市場運用委員会
を21回開催しました。
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（4）当行の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当期において経営会議を51回開催し、所定の事項について効率的な意思決定を行いまし
た。
ガバナンス会議においては当期4回開催し、社外取締役及び社外監査役が取締役会における
議論に積極的に貢献するために独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識共有を行い
ました。
また、サステナビリティ推進委員会を当期２回開催しました。これは当行のサステナビリ
ティに係る課題への対応を経営の重要事項として取組むために、具体策を検討・策定する
とともに実施状況の把握と効果検証を行い、経営理念とサステナビリティ方針を実現する
ことを目的としています。

（5）当行の子会社の諸体制その他の当行及び子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
当行は定期的に子会社・関連会社と意見交換会を開催しており（当期４回開催）、業務の執
行に際して適切な管理・指導を行いました。

（6）当行の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項並びに当該使用人の当行の取締役からの独立性に関す
る事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当行は、監査役の監査業務の強化を目的として監査役室を設置しており、監査職務を円滑
に執行し、且つ内部監査部門との連携強化のため、監査部の職員１名を監査役室兼任とし
て配置しております。

（7）当行の取締役及び使用人並びに当行の子会社の取締役及び使用人またはこれら
の者から報告を受けた者が当行の監査役に報告をするための体制
2015年10月より行内通報窓口として常勤監査役を追加し、さらに2019年１月より社外監
査役２名を追加し、コンプライアンス体制を強化しております。

（8）その他当行の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当行の監査役は、当期中の取締役会・経営会議等の重要な会議に出席し、業務の執行状況
を直接確認しました。
また、当行の監査役は、会計監査人及び内部監査部門と定期的に情報交換のための会議を
行い、相互の連携を図りました。
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9. 特定完全子会社に関する事項
該当ありません。

10. 親会社等との間の取引に関する事項
該当ありません。

11. 会計参与に関する事項
該当ありません。

12. その他
該当ありません。
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第121期末貸借対照表
2024年３月31日現在

（単位：百万円）
科 目 金 額

（資産の部）
現金預け金 582,223
現金 40,606
預け金 541,617

コールローン 1,098
商品有価証券 4
商品国債 4

金銭の信託 600
有価証券 609,475
国債 148,226
地方債 69,707
社債 112,206
株式 14,661
その他の証券 264,674

貸出金 2,060,553
割引手形 4,658
手形貸付 78,046
証書貸付 1,842,765
当座貸越 135,082

外国為替 678
外国他店預け 678

その他資産 13,019
未収収益 2,072
その他の資産 10,946

有形固定資産 19,359
建物 5,548
土地 12,095
リース資産 276
建設仮勘定 570
その他の有形固定資産 867

無形固定資産 1,085
ソフトウェア 940
リース資産 16
その他の無形固定資産 128

前払年金費用 4,450
繰延税金資産 9,873
支払承諾見返 2,265
貸倒引当金 △11,290

資産の部合計 3,293,396

科 目 金 額
（負債の部）

預金 3,111,935
当座預金 71,671
普通預金 2,142,218
貯蓄預金 37,027
通知預金 218
定期預金 843,977
定期積金 8,402
その他の預金 8,420

借用金 31,100
借入金 31,100

外国為替 5
未払外国為替 5

その他負債 5,548
未払法人税等 641
未払費用 545
前受収益 1,031
給付補填備金 0
金融派生商品 196
リース債務 300
その他の負債 2,831

賞与引当金 759
役員賞与引当金 17
退職給付引当金 37
役員株式給付引当金 164
睡眠預金払戻損失引当金 266
偶発損失引当金 357
再評価に係る繰延税金負債 833
支払承諾 2,265
負債の部合計 3,153,291

（純資産の部）
資本金 27,408
資本剰余金 26,150
資本準備金 26,150

利益剰余金 117,228
利益準備金 1,745
その他利益剰余金 115,483
別途積立金 106,987
繰越利益剰余金 8,496

自己株式 △2,314
株主資本合計 168,472
その他有価証券評価差額金 △27,730
土地再評価差額金 △637
評価・換算差額等合計 △28,367
純資産の部合計 140,105
負債及び純資産の部合計 3,293,396
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第121期損益計算書
2023年４月１日から2024年３月31日まで

（単位：百万円）
科 目 金 額

経常収益 40,265
資金運用収益 28,491
貸出金利息 20,866
有価証券利息配当金 6,769
コールローン利息 59
預け金利息 790
その他の受入利息 4

役務取引等収益 8,632
受入為替手数料 1,439
その他の役務収益 7,193

その他業務収益 323
外国為替売買益 6
商品有価証券売買益 0
国債等債券売却益 23
その他の業務収益 293

その他経常収益 2,817
償却債権取立益 321
株式等売却益 1,987
金銭の信託運用益 2
その他の経常収益 505

経常費用 36,802
資金調達費用 74
預金利息 74
譲渡性預金利息 0
コールマネー利息 △0
債券貸借取引支払利息 0
借用金利息 0

役務取引等費用 4,138
支払為替手数料 145
その他の役務費用 3,993

科 目 金 額

その他業務費用 4,744

国債等債券売却損 4,390

国債等債券償却 150

金融派生商品費用 110

その他の業務費用 93

営業経費 21,688

その他経常費用 6,156

貸倒引当金繰入額 2,092

貸出金償却 1,347

株式等売却損 2,399

株式等償却 0

その他の経常費用 317

経常利益 3,462

特別損失 884

固定資産処分損 81

減損損失 803

税引前当期純利益 2,577

法人税、住民税及び事業税 1,432

法人税等調整額 △611

法人税等合計 821

当期純利益 1,756
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連結貸借対照表
2024年３月31日現在

（単位：百万円）

科 目 金 額
（資産の部）

現金預け金 585,706
コールローン及び買入手形 1,098
商品有価証券 4
金銭の信託 600
有価証券 606,717
貸出金 2,060,027
外国為替 678
その他資産 29,217
有形固定資産 20,350
建物 5,629
土地 12,147
建設仮勘定 640
その他の有形固定資産 1,932

無形固定資産 1,169
ソフトウェア 1,019
その他の無形固定資産 150

退職給付に係る資産 10,232
繰延税金資産 8,180
支払承諾見返 2,265
貸倒引当金 △11,704

資産の部合計 3,314,542

科 目 金 額
（負債の部）

預金 3,110,102
借用金 34,125
外国為替 5
その他負債 13,402
賞与引当金 875
役員賞与引当金 26
退職給付に係る負債 335
役員退職慰労引当金 10
役員株式給付引当金 164
睡眠預金払戻損失引当金 266
偶発損失引当金 357
特別法上の引当金 12
再評価に係る繰延税金負債 833
支払承諾 2,265
負債の部合計 3,162,781

（純資産の部）
資本金 27,408
資本剰余金 30,036
利益剰余金 119,431
自己株式 △2,314
株主資本合計 174,561
その他有価証券評価差額金 △27,715
土地再評価差額金 △637
退職給付に係る調整累計額 3,989
その他の包括利益累計額合計 △24,363
非支配株主持分 1,562
純資産の部合計 151,761
負債及び純資産の部合計 3,314,542
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連結損益計算書
2023年４月１日から2024年３月31日まで

（単位：百万円）

科 目 金 額

経常収益 45,276

資金運用収益 28,484
貸出金利息 20,883
有価証券利息配当金 6,746
コールローン利息及び買入手形利息 59
預け金利息 790
その他の受入利息 4

役務取引等収益 9,905
その他業務収益 1,080
その他経常収益 5,804
償却債権取立益 322
その他の経常収益 5,482

経常費用 41,041
資金調達費用 115
預金利息 74
譲渡性預金利息 0
コールマネー利息及び
売渡手形利息 △0

債券貸借取引支払利息 0
借用金利息 40
その他の支払利息 0

役務取引等費用 3,910
その他業務費用 4,744
営業経費 23,861
その他経常費用 8,410
貸倒引当金繰入額 2,040
その他の経常費用 6,369

経常利益 4,234
特別利益 11
固定資産処分益 11

科 目 金 額

特別損失 888

固定資産処分損 81

減損損失 803
金融商品取引責任準備金繰
入額 3

税金等調整前当期純利益 3,357

法人税、住民税及び事業税 1,770

法人税等調整額 △627

法人税等合計 1,142

当期純利益 2,214

非支配株主に帰属する当期純利益 113

親会社株主に帰属する当期純利益 2,101
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2024年５月9日

株 式 会 社 栃 木 銀 行
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 津曲 秀一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野坂 京子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社栃木銀行の2023年４月１日から2024年３月31日まで

の第121期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2024年５月９日

株 式 会 社 栃 木 銀 行
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 津曲 秀一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野坂 京子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社栃木銀行の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社栃木

銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結

計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を
負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第121期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査

役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当行及びその
子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月10日
株 式 会 社 栃 木 銀 行 監査役会

常勤監査役 福 田 稔 ㊞
常勤監査役 石 渡 教 夫 ㊞
社外監査役 西 江 章 ㊞
社外監査役 須 賀 英 之 ㊞

以 上



定時株主総会
会場ご案内図

●東武宇都宮線
東武宇都宮駅 下車

●各地から
『県庁前』『東武駅前』
停留所下車 徒歩で約3分

JR宇都宮駅（西口）①②⑥⑦⑪⑫⑬のりば等
【関東バス】で『作新学院、戸祭、細谷行き』など
JR宇都宮駅（西口）㊳のりば
【市内循環バス「きぶな」】で『県総合文化センター前』
（約20分間隔／8：00ごろ～18：00ごろ運行）
※曜日によりかわります。

徒歩で約10分（約700m）

交通のご案内

●JR宇都宮線
JR宇都宮駅（西口）下車
バスで『県庁前』または市内循
環バス『県総合文化センター前』
下車 徒歩で約3分
ま た は タ ク シ ー で 約 5 分（ 約
1,600m）

電車をご利用の場合

バスをご利用の場合

会 場
栃木県総合文化センター
サブホール
栃木県宇都宮市本町1-8
開催場所が昨年と異なりますので、
お間違いのないようご注意ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。
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中央郵便局

競輪場通り

至仙台

至東京至栃木

県庁前通り

大通り

いちょう通り

オリオン通り

平成通り

桜2丁目交差点

滝谷町交差点

本町交差点

一条2丁目交差点

栃木県総合文化センター

自動車をご利用の場合
駐車場のご用意がございませんので、周辺の有料駐車場※をご利用ください。
※栃木県庁地下駐車場をご利用の場合は、株主総会受付時にお申し出ください。


